
職 補 ― ６ ９

令和４年３月３１日

人 事 院 事 務 総 長

「災害補償制度の運用について」の一部改正について（通知）

「災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５）」の一

部を下記のとおり改正したので、令和４年４月１日以降は、これによってくださ

い。

なお、令和５年３月３１日までの間におけるこの通知による改正後の「災害補

償制度の運用について」第１８の１１の⑵の規定の適用については、第１８の１

１の⑵のアの(ｱ)及びイの(ｱ)のａ中「１，７３５万円」とあるのは「１，７９５万

円」と、第１８の１１の⑵のイの(ｲ)のａ中「１，２１５万円」とあるのは「１，

２５５万円」と、第１８の１１の⑵のイの(ｳ)のａ中「６９５万円」とあるのは「

７２０万円」としてください。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」

という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分があるものは、こ

れを当該傍線部分のように改め、改正後欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応

する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、これを加え、改正前欄に掲

げる規定の破線で囲んだ部分は、これに対応する改正後欄に掲げる規定の破線で



囲んだ部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

第１１の２ 介護補償関係 第１１の２ 介護補償関係

１～３ （略） １～３ （略）

４ 規則１６―０第２８条の３の ４ 規則１６―０第２８条の３の

「人事院が定める額」は、次に 「人事院が定める額」は、次に

掲げる場合の区分に応じ、それ 掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額とする。 ぞれ次に定める額とする。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 常時介護を要する場合にお ⑵ 常時介護を要する場合にお

いて、一の月に親族又はこれ いて、一の月に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受け に準ずる者による介護を受け

た日があるとき（その月に介 た日があるとき（その月に介

護に要する費用を支出して介 護に要する費用を支出して介

護を受けた日がある場合にあ 護を受けた日がある場合にあ

っては、当該介護に要する費 っては、当該介護に要する費

用として支出された額が７５ 用として支出された額が７３

，２９０円以下であるときに ，０９０円以下であるときに

限る。） ７５，２９０円（ 限る。） ７３，０９０円（

新たに介護補償を支給すべき 新たに介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっては、 事由が生じた月にあっては、

介護に要する費用として支出 介護に要する費用として支出

された額） された額）

⑶ （略） ⑶ （略）

⑷ 随時介護を要する場合にお ⑷ 随時介護を要する場合にお

いて、一の月に親族又はこれ いて、一の月に親族又はこれ



に準ずる者による介護を受け に準ずる者による介護を受け

た日があるとき（その月に介 た日があるとき（その月に介

護に要する費用を支出して介 護に要する費用を支出して介

護を受けた日がある場合にあ 護を受けた日がある場合にあ

っては、当該介護に要する費 っては、当該介護に要する費

用として支出された額が３７ 用として支出された額が３６

，６００円以下であるときに ，５００円以下であるときに

限る。） ３７，６００円（ 限る。） ３６，５００円（

新たに介護補償を支給すべき 新たに介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっては、 事由が生じた月にあっては、

介護に要する費用として支出 介護に要する費用として支出

された額） された額）

５～９ （略） ５～９ （略）

第１４の２ 在外公館に勤務する職 第１４の２ 在外公館に勤務する職

員又は公務で外国旅行中の職員の 員又は公務で外国旅行中の職員の

特例関係 特例関係

１ 規則１６―２第２条第１項（ １ 規則１６―２第２条第１項（

同条第２項において準用する場 同条第２項において準用する場

合を含む。）の規定に基づき平 合を含む。）の規定に基づき平

均給与額の算定の基礎となる給 均給与額の算定の基礎となる給

与の総額に加える給与の額は、 与の総額に加える給与の額は、

次に掲げる給与の種類に応じ、 次に掲げる給与の種類に応じ、

１月につき、それぞれ次に掲げ １月につき、それぞれ次に掲げ

る額とする。 る額とする。

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略）

⑸ 地域手当 俸給の月額、⑴ ⑸ 地域手当 俸給月額、⑴に



による額及び扶養手当の月額 よる額及び扶養手当の月額（

（⑷による月額を含む。）の ⑷による月額を含む。）の合

合計額に給与法第１１条の３ 計額に給与法第１１条の３第

第２項第１号の１級地に係る ２項第１号の１級地に係る支

支給割合（⑻において「１級 給割合（⑻において「１級地

地支給割合」という。）を乗 支給割合」という。）を乗じ

じて得た額 て得た額

⑹・⑺ （略） ⑹・⑺ （略）

⑻ 超過勤務手当 ⑴の俸給の ⑻ 超過勤務手当 ⑴の俸給の

特別調整額が支給されたもの 特別調整額が支給されたもの

とされる者以外の者について とされる者以外の者について

、給与法第１９条の規定によ 、給与法第１９条の規定によ

る勤務１時間当たりの給与額 る勤務１時間当たりの給与額

（俸給の月額に１級地支給割 （俸給月額に１級地支給割合

合を乗じて得た額の地域手当 を乗じて得た額の地域手当が

が支給されているものとする 支給されているものとする。

。）の１００分の１２５に３ ）の１００分の１２５に２９

５を乗じて得た額（国家公務 を乗じて得た額（国家公務員

員法第８１条の５第１項に規 法第８１条の５第１項に規定

定する短時間勤務の官職を占 する短時間勤務の官職を占め

める職員（以下「再任用短時 る職員（以下「再任用短時間

間勤務職員等」という。）、 勤務職員等」という。）、国

国家公務員の育児休業等に関 家公務員の育児休業等に関す

する法律（平成３年法律第１ る法律（平成３年法律第１０

０９号。以下「育児休業法」 ９号。以下「育児休業法」と

という。）第１３条第１項に いう。）第１３条第１項に規



規定する育児短時間勤務職員 定する育児短時間勤務職員及

及び育児休業法第２２条の規 び育児休業法第２２条の規定

定による短時間勤務をしてい による短時間勤務をしている

る職員については、実施機関 職員については、実施機関が

が人事院事務総長と協議して 人事院事務総長と協議して定

定める額） める額）

２ （略） ２ （略）

第１８ 福祉事業関係 第１８ 福祉事業関係

１～６ （略） １～６ （略）

７ 奨学援護金の取扱いについて ７ 奨学援護金の取扱いについて

は、次による。 は、次による。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

⑷ 規則１６―３第１５条第１ （新設）

項第１号の人事院が定める公

共職業能力開発施設又は職業

能力開発総合大学校に準ずる

施設における教育、訓練、研

修、講習その他これらに類す

るものは、国又は地方公共団

体（独立行政法人通則法第２

条第１項に規定する独立行政

法人及び地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号

）第２条第１項に規定する地

方独立行政法人を含む。）が

設置する施設（学校教育法（



昭和２２年法律第２６号）第

１条に規定する学校、同法第

１２４条に規定する専修学校

、同法第１３４条第１項に規

定する各種学校、職業能力開

発促進法（昭和４４年法律第

６４号）第１５条の７第３項

に規定する公共職業能力開発

施設及び同法第２７条に規定

する職業能力開発総合大学校

を除く。⑺及び⑻において「

公共職業能力開発施設等に準

ずる施設」という。）におい

て実施される職業に必要な技

能及びこれに関する知識を習

得するための教育等（実施機

関が普通職業訓練に準ずるも

のであると認めるものに限る

。）とする。

⑸ 規則１６―３第１６条第３ ⑷ 規則１６―３第１６条第３

号の人事院が定める職業訓練 号の「人事院が定める者」は

を受ける者は、中学校を卒業 、中学校を卒業した者又はこ

した者又はこれと同等以上の れと同等以上の学力を有する

学力を有すると認められる者 と認められる者を対象とする

を対象とする普通課程の普通 普通課程の普通職業訓練を受

職業訓練を受ける者及び職業 ける者及び職業訓練法施行規



訓練法施行規則の一部を改正 則の一部を改正する省令（昭

する省令（昭和５３年労働省 和５３年労働省令第３７号）

令第３７号）附則第２条の規 附則第２条の規定による第一

定による第一類の専修訓練課 類の専修訓練課程の普通職業

程の普通職業訓練を受ける者 訓練を受ける者とする。

とする。

⑹ 規則１６―３第１６条第３ （新設）

号の人事院が定める公共職業

能力開発施設等に準ずる施設

における教育訓練等を受ける

者は、中学校を卒業した者又

はこれと同等以上の学力を有

すると認められる者を対象と

する教育訓練等を受ける者と

する。

⑺ 規則１６―３第１６条各号 ⑸ 学校、専修学校、公共職業

に規定する学校、専修学校、 能力開発施設又は職業能力開

公共職業能力開発施設若しく 発総合大学校の２以上に在学

は職業能力開発総合大学校又 又は在校する者等に係る奨学

は公共職業能力開発施設等に 援護金の額は、当該在学する

準ずる施設の２以上に在学す 学校若しくは専修学校又は在

る者等に係る奨学援護金の額 校する公共職業能力開発施設

は、当該学校、専修学校、公 若しくは職業能力開発総合大

共職業能力開発施設、職業能 学校に応ずる規則１６―３第

力開発総合大学校又は公共職 １６条各号に掲げる額のうち

業能力開発施設等に準ずる施 いずれか有利な額とする。



設に係る当該各号に掲げる額

のうちいずれか有利な額とす

る。

⑻ 規則１６―３第１７条第４ ⑹ 規則１６―３第１７条第４

項の「奨学援護金を支給する 項の「奨学援護金を支給する

ことが適当でない事情」には ことが適当でない事情」には

、停学又は休学の場合等のほ 、停学又は休学の場合等のほ

か、学校教育法に定める修業 か、学校教育法（昭和２２年

年限（専修学校にあっては、 法律第２６号）に定める修業

当該専修学校が定める課程ご 年限（専修学校にあつては、

との修業年限）、職業能力開 当該専修学校が定める課程ご

発促進法施行規則に定める訓 との修業年限）又は職業能力

練期間又は公共職業能力開発 開発促進法施行規則に定める

施設等に準ずる施設における 訓練期間を超えるに至った場

これらに準ずる期間を超える 合（特別の事情がある場合を

に至った場合（特別の事情が 除く。）が該当する。

ある場合を除く。）が該当す

る。

８～１０ (略) ８～１０ (略)

１１ 遺族特別援護金の取扱いに １１ 遺族特別援護金の取扱いに

ついては、次による。 ついては、次による。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 規則１６―３第１９条の５ ⑵ 規則１６―３第１９条の５

の「人事院が定める額」は、 の「人事院が定める額」は、

次に掲げる者の区分に応じ、 次に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ次に定める額（遺族 それぞれ次に定める額（遺族



特別援護金の支給を受けるこ 特別援護金の支給を受けるこ

とができる遺族が２人以上あ とができる遺族が２人以上あ

る場合にあっては、当該額を る場合にあっては、当該額を

その人数で除して得た額）と その人数で除して得た額）と

する。 する。

ア 遺族補償年金を受ける権 ア 遺族補償年金を受ける権

利を有することとなった者 利を有することとなった者

次に掲げる場合の区分に 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める 応じ、それぞれ次に定める

額 額

(ｱ) 公務上の死亡の場合 (ｱ) 公務上の死亡の場合

１，７３５万円 １，８６０万円

(ｲ) （略） (ｲ) （略）

イ 遺族補償一時金を受ける イ 遺族補償一時金を受ける

権利を有することとなった 権利を有することとなった

者 次に掲げる者の区分に 者 次に掲げる者の区分に

応じ、それぞれ次に定める 応じ、それぞれ次に定める

額 額

(ｱ) 補償法第１７条の５第 (ｱ) 補償法第１７条の５第

１項第１号、第２号又は １項第１号、第２号又は

第４号に該当する者 次 第４号に該当する者 次

に掲げる場合の区分に応 に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める じ、それぞれ次に定める

額 額

ａ 公務上の死亡の場合 ａ 公務上の死亡の場合

１，７３５万円 １，８６０万円



ｂ （略） ｂ （略）

(ｲ) 補償法第１７条の５第 (ｲ) 補償法第１７条の５第

１項第３号に該当する者 １項第３号に該当する者

のうち、職員の死亡の当 のうち、職員の死亡の当

時において、職員の三親 時において、職員の三親

等内の親族で１８歳未満 等内の親族で１８歳未満

若しくは５５歳以上の年 若しくは５５歳以上の年

齢であったもの又は職員 齢であったもの又は職員

の三親等内の親族で第７ の三親等内の親族で第７

級以上の障害等級の障害 級以上の障害等級の障害

に該当する状態にあった に該当する状態にあった

もの 次に掲げる場合の もの 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次 区分に応じ、それぞれ次

に定める額 に定める額

ａ 公務上の死亡の場合 ａ 公務上の死亡の場合

１，２１５万円 １，３０２万円

ｂ （略） ｂ （略）

(ｳ) 補償法第１７条の５第 (ｳ) 補償法第１７条の５第

１項第３号に該当する者 １項第３号に該当する者

のうち、(ｲ)に掲げる者以 のうち、(ｲ)に掲げる者以

外の者 次に掲げる場合 外の者 次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 次に定める額

ａ 公務上の死亡の場合 ａ 公務上の死亡の場合

６９５万円 ７４４万円

ｂ （略） ｂ （略）



１２～１６ （略） １２～１６ （略）

別表第２ 補償事務主任者を置く組 別表第２ 補償事務主任者を置く組

織区分（国の機関） 織区分（国の機関）

実施機関 組 織 区 分 実施機関 組 織 区 分

内閣府 （略） 内閣府 （略）

本府の内部部局の 本府の内部部局の

局（官房を含む。） 局（官房を含む。）

政策統括官又は当

該職のつかさどる

職務の全部若しく

は一部を助ける職

に就いている職員

で構成される組織

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

総務省 内部部局の局（官 総務省 内部部局の局（官

房を含む。） 房を含む。）

政策統括官又は当

該職のつかさどる

職務の全部若しく

は一部を助ける職

に就いている職員

で構成される組織

サイバーセキュリ

ティ統括官又は当

該職のつかさどる



職務の全部若しく

は一部を助ける職

に就いている職員

で構成される組織

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

外務省 内部部局の局（官 外務省 内部部局の局（官

房を含む。） 房を含む。）

国際情報統括官又

は当該職のつかさ

どる職務の全部若

しくは一部を助け

る職に就いている

職員で構成される

組織

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

厚生労働 内部部局の局（官 厚生労働 内部部局の局（官

省 房を含む。） 省 房を含む。）

人材開発統括官又

は当該職のつかさ

どる職務の全部若

しくは一部を助け

る職に就いている

職員で構成される

組織



政策統括官又は当

該職のつかさどる

職務の全部若しく

は一部を助ける職

に就いている職員

で構成される組織

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

環境省 内部部局の局（官 環境省 内部部局の局（官

房を含む。） 房を含む。）

総合環境政策統括

官又は当該職のつ

かさどる職務の全

部若しくは一部を

助ける職に就いて

いる職員で構成さ

れる組織

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

備考 （略） 備考 （略）

以 上


